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２．物流特殊指定の概要

公正取引委員会

資料９



物流特殊指定は、荷主（いわゆる真荷主）と物流事
業者の取引における優越的地位の濫用を効果的に規制
するために指定された独占禁止法上の告示である。

物流特殊指定の正式名称は、「特定荷主が物品の運
送又は保管を委託する場合の特定の不公正な取引方
法」という。

物流特殊指定とは
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（注） 優越的地位の濫用を効果的に規制するために、物流特殊指定は規制対象を明
確化し、具体的な禁止行為を指定している。



荷主 元請物流事業者 下請物流事業者
物品の運送・
保管の委託

物品の運送・
保管の再委託

物流特殊指定の適用対象となる取引
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物流特殊指定

荷主と物流事業者との取引に物流特殊指定を運用し、
また、物流事業者間の再委託取引に下請法を運用する
ことにより、物流分野全体の取引の公正化を図っている。

下請法
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物品の運送・保管の委託 Ｂ：物流事業者
（特定物流事業者）

Ａ：荷主
（特定荷主）

物流特殊指定の適用対象となる取引①

荷主が物流事業者に対して直接委託する取引

物流特殊指定

荷主（Ａ）が物流事業者（Ｂ）に対して、継続的に物品の
運送又は保管を委託している場合に、荷主及び物流事業者の資
本金等が次頁のいずれかの関係にあるときは、それぞれ「特定荷
主」及び「特定物流事業者」として、物流特殊指定の適用対象と
なる。
（注） 継続的とは、毎月のように連続的に委託（受託）しているということまでは必要ではなく、例えば、
不定期であっても繰り返し委託（受託）しているような場合も含まれる。



上記 における取引上の地位の優劣の判断に際しては、荷主
と物流事業者の関係ごとに、取引依存度、荷主の市場における地
位、取引先変更の可能性等を総合的に考慮する。

荷主（特定荷主） 物流事業者（特定物流事業者）

資本金３億円超

資本金１千万円超
３億円以下

取引上の地位が
優越している荷主

資本金３億円以下
（個人事業者を含む。）

※資本金３億円超の事業者の子会社を除く。

資本金１千万円以下
（個人事業者を含む。）

※資本金１千万円超の事業者の子会社を除く。

取引上の地位が
劣っている物流事業者
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荷主と物流事業者の関係

c

b

a

c
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物品の運送・
保管の委託

Ｂ：荷主Ａの子会社 Ｃ：下請物流事業者

（例）資本金５億円 （例）資本金２千万円

Ａ：荷主

物流特殊指定の適用対象となる取引②
荷主の子会社が物流事業者に対して再委託する取引

荷主Ａが子会社Ｂに委託し、子会社Ｂが物流事業者Ｃに再委託
する場合に、仮にＡが直接Ｃに委託すればＡとＣの間に前頁の「荷主
と物流事業者の関係」が成立する場合、子会社Ｂが特定荷主とみな
され、ＢとＣの間に物流特殊指定が適用される。

物流特殊指定（注）

物品の運送・
保管の再委託

（例）資本金３千万円

（元請物流事業者）

赤字は特定荷主・特定物流事業
者の認定に用いられる資本金
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〈図ア〉
○ 甲が乙の総議決権の50％を超える議決権を保有する場合、乙は甲の
子会社となる。

〈図ア・イ〉
○ 甲の子会社乙が丙の総議決権の50％を超える議決権を保有する場
合、丙は甲の子会社とみなす。

〈図イ・ウ〉
○ 甲とその子会社乙が併せて丙の総議決権の50％を超える議決権を保
有する場合、丙は甲の子会社とみなす。

甲甲
アア

ウウ

イイ
丙丙乙乙

物流特殊指定の適用対象となる取引②物流特殊指定の適用対象となる取引②
物流特殊指定における子会社の考え方
物流特殊指定における子会社の考え方は以下のとおり。



① 代金の支払遅延
② 代金の減額
③ 買いたたき
④ 物の購入強制・役務の利用強制
⑤ 割引困難な手形の交付
⑥ 不当な経済上の利益の提供要請
⑦ 不当な給付内容の変更及びやり直し
⑧ 要求拒否に対する報復措置
⑨ 情報提供に対する報復措置

特定荷主の禁止行為
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３．働き方改革関連の事例集

公正取引委員会



○働き方改革関連の事例集

働き方改革に関連して生じ得る中小企業等に対する不当な行為の事例（抜粋）

事業者は，納期までの期間が通常より短い発
注を行い，その結果として取引の相手方が休日
勤務を余儀なくさせられ，人件費等のコストが大
幅に増加するにもかかわらず，通常の納期で発
注した場合の単価と同一の単価を一方的に定め
た。

事業者は，取引の相手方から，社外秘である製
造原価計算資料，労務管理関係資料等を提出さ
せ，当該資料を分析し，「利益率が高いので値下
げに応じられるはず」などと主張し，著しく低い取
引対価を一方的に定めた。

事業者は，取引の相手方に対して運送業務を
委託しているところ，特定の荷主の荷物を集荷す
るために，毎週特定の曜日に取引の相手方のト
ラックを数台待機させることを契約で定めている。
当該事業者は，その当日になって「今日の配送
は取りやめになった」と一方的にキャンセルし，そ
の分の対価を支払わなかった。

事業者は，取引の相手方に対して物品の製造
を委託している。商品発注のために必要なデータ
を自社システムに入力するという作業は自ら行う
べきであるにもかかわらず，当該作業を取引の相
手方に対して無償で行わせた。

事業者は，取引の相手方に対して物品の製造
を委託しており，取引の相手方と書面において
短納期発注に対しては「特急料金」を定めてい
た。ある発注が通常よりも短期のリードタイムで
あったため，特急料金を適用するものに相当し
たことから，取引の相手方はその分を上乗せし
た請求を行ったが，当該事業者は，予算が足り
ないなどの理由により，特急料金を支払うことな
く，当該料金を差し引いた，通常の納期の取引
対価しか支払わなかった。

短納期発注による買いたたき

働き方改革に向けた取組のしわ寄せ

業務効率化の果実の摘み取り

付加価値の不払

直前キャンセル
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下請法・物流特殊指定等のご相談窓口等
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